A Study on the Development and Training of Middle Management in Japanese Subsidiaries in China : A Case Study of Japanese Manufacturing Companies in Tianjin, China by 韓 敏恒
在中国日系製造業における現地管理職人材の育成に関する研究
─　　─71
早稲田大学　産業経営研究所『産業経営』
第46・47合併号　2010年12月　pp. 71-100
在中国日系製造業における
現地管理職人材⑴の育成に関する研究
──中国天津における日系製造業の事例を踏まえて──
韓　　　敏　恒
要　　旨
　中国に進出している日系企業にとって，将来経営を担う基幹人材である現地の中間管理職者の育成が
人的管理の大きな課題となっており，多くの研究者が欧米系企業と競争するために速やかな現地化が必
要であると指摘している。しかしいまだに，多くの日系企業は主要な管理職のポストを現地人に任せる
ことにある種の不安を感じているようである。本質的に何が原因であろうか。本稿はこのような問題意
識に基づき，先行研究をレビューしたうえ，中国における日系企業の現地化がなかなか進まないのは中
国人側に適任の管理職者がまだ育成されていないからではないかという仮説を立て，中国における日系
製造業８社の事例を通じ，現地管理職人材の育成実態を考察する。仮説検証に当たって，管理職者の育
成度合を評価するための量的・質的な指標を用い，先行研究であまり触れられていない現地管理職人材
の蓄積と本社の子会社に対する位置づけという側面から，中国に進出している日系企業における現地管
理職者がどのように育成され，どのように評価され，そして彼らが会社の経営を担える人材に育ってい
るかどうかを明らかにしたい。
キーワード： 日系企業，現地化，管理職，育成，派遣者
A Study on the Development and Training of Middle Management
in Japanese Subsidiaries in China
A Case Study of Japanese Manufacturing Companies in Tianjin, China
HAN MINHENG
Abstract
　The development and training of local middle managers is one of the most difficult issues for Japanese 
companies in China. Researchers have suggested that to compete with Western enterprises, localization is 
necessary. Nevertheless, a majority of Japanese headquarters do not give important management positions 
to local personnel. This paper describes a case study of eight companies located in the Tianjin area and 
confirms that Japanese subsidiaries in China have not fully developed or utilized local managers. In the 
analysis section of the paper, the author uses quantitative and qualitative indices to explore and analyze 
which kinds of training are conducted for middle managers and how they are evaluated. This paper con-
tributes to a better understanding of the actual conditions of local management training and gives an 
unequivocal answer to the question of whether local managers have been fully developed and whether 
they can perform well.
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ates
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１．本稿の課題
　2001年のWTO加盟後，中国は毎年10％前後の経済成長を遂げ，今では世界第３位の経済大国
に成長した。世界各国の企業が急速な経済成長を続ける中国に進出し，優秀な人材の採用・確保
をめぐって激しい競争を繰り広げている。日系企業は管理職については，現地人材を登用せず，
日本人管理職を送り込むことで対応しているため，業務面においてもコスト面においても，効率
が悪いだけではなく，現地人社員のモチベーションの低下や離職率の向上にもつながるとの指摘
がしばしばある。では，なぜ日系企業は現地管理職を積極的に登用しないのだろうか。そもそも
現地人材は日本人派遣者に取って代わるほどのレベルにまだ育成できていないのだろうか。
　日本企業海外子会社の現地化及び人材育成に関する研究が多数なされている。日本企業海外子
会社の現地化に関して，今野（1982）は，海外に進出している日系企業において，現地人の登用
はある一定の年数までは進んでいくが，それ以降はあまり進まないことを明らかにした。吉原
（1996）は，海外子会社の業績と現地人社長との間に正の関係が存在することを発見した。また
白木（1995）は，現地従業員の本社への逆出向や現地での第三国出身者の採用が極めて少ないこ
とを調査で明らかにした。Kopp（1994）は，海外子会社は，現地人の管理職登用に消極的であ
るため，現地人のモチベーションを低下させ，離職を引き起こしていると指摘している。
　中国における日系企業に関して，馬（1997）のアンケート調査によれば，日系企業は現地人に
はあまり人気度がなく，特に，現地での人材確保に問題があると指摘している。西原（1998）は，
日系企業の現地ホワイトカラー層に対し，アンケート調査ならびにヒアリング調査を実施した結
果，現地人は日系企業の福利厚生，手当て及び待遇に対する不満がもっとも高いと指摘した。趙
（2002）は，中国の日糸企業に勤務する現地人を対象とした調査結果によれば，80％の人が外資
系よりも給与水準が低いと考えていることが分かった。川井（2000）は，欧米企業と比べ，日系
企業のほうが現地人の選抜と昇進が遅いため，有能な人材を獲得・確保するのに困難を抱えてい
ると指摘している。
　日系企業の現地管理職人材の育成に関しては，研究がまだ少なく，そのほとんどが職務意識に
関するものである。柳田（2003）は上海市，浙江省に進出し日系合弁企業計５社の管理職計17名
に対し，聞き取り調査を行ない，今後の育成課題として，長期的な育成方針を持ち，「仕事人」
の視点から「穏やかな人事管理」を取り入れることが重要であると指摘した。澤木（1996）は台
湾の日系企業の現地管理職を対象としたアンケート調査を行い，日本人派遣者の上司を有してい
る管理職より，台湾人上司を有している管理職のほうが，職務意識が高いことを明らかにした。
　日系企業の現地化に関する研究の多くは，進出企業は日本式人的資源管理システムを現地にそ
のまま適用しようとした結果，現地事情に合わず，したがって，現地化が進まないと指摘してい
る。また，中国における日系企業の人的資源管理に関する先行研究は，日系企業は人事管理に問
題を抱え，現地労働者からの評価が低いため，優秀な人材を獲得するのに苦戦していると主張し
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ている。そのため，優秀な現地管理職による早急の現地化が成功の鍵であると示唆している。さ
らに，中国の現地管理職人材の育成に関する先行研究については，筆者が調べたところ，その数
がきわめて少なく，しかも管理職の職務意識を中心とする研究がほとんどであり，現地管理職の
育成そのものに関する研究がほとんどなかった。加えて，従来の研究は現地管理職の育成を子会
社だけの人的資源管理の問題として取り上げられることが多く，本社が海外子会社をどのように
位置付けているかという視点の分析があまりなされていない。
　本稿は前述した現地管理職の育成実態と育成度合いを考察するという問題意識に基づき，先行
研究の成果とそれらの限界を踏まえ，先行研究ではあまり触れられていない人材現地化のもう１
つの側面，本社が現地子会社をどのように位置づけているかという観点も含めて，実際，日系企
業において，現地経営を担える管理職人材が育成されているかどうか，またそれに影響を与える
原因は何かを明らかにしてみたい。
２．調査設計
2. 1.　仮説：
　ここで以下のような仮説を設定する。
　『調査時点において，在中国日系製造業の現地管理職人材は日本人派遣者に取って代われるレ
ベルまでには育成できていない。』
　なぜ，製造業なのか。日本から中国への直接投資は，製造業が中心になっている。2006年まで
製造業の比率が金額ベースで79.1％である。安い人件費，安価な部品を求めて，中国に進出し，
その製品を輸出するのが日本企業の中国進出の主流である⑵。また日本企業は海外で事業をやっ
ていく上で，品質の競争優位性を保つため，格段に高い品質要求，慎重な技術移転により，現地
化が他業界より遅い傾向にあるとの指摘があるため，本稿ではこのような理由で研究対象を製造
業に限定する。
　日本人派遣者に取って代われるレベルまでには育成できていないとはどういうことか。そもそ
も日系企業は現地管理職を育成しようとしているのか。Perlmutter（1969）によれば，多国籍企
業の海外子会社の人材戦略は本社の国際化段階によって本国志向（Ethnocentric），現地志向
（Polycentric），世界志向（Geocentric）の３つのタイプに分類できる。本国志向企業の場合，本
国人は現地人に比べて優秀であり，現地人は技術的にも低レベルで信頼できないと考えるため，
海外子会社の経営は本国人中心で行われる。現地志向企業の場合は，現地の事情について，現地
人がもっとも知っているため，経営は現地人に任せた方がよいと考え，現地人中心で海外子会社
の経営を行う。そして，世界志向企業の場合は海外子会社をグループ企業の１つである考え，国
籍を問わず，世界中の組織の中で最適な人材活用が行われる。このように，本社の国際化段階が
海外子会社への人材戦略に影響し，人的資源管理施策の充実度や人材育成の方針は大きく異なる
と考えられる。この理論を援用し，本研究では，中国の日系企業における管理職の育成には２つ
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のパターンが存在すると想定する。１つ目は現地志向型で，現地管理職を育成しようとしている
パターンである。これをパターンAとする。もう１つは本国志向でもともと現地管理職を育成
しようとしない，そのため，適任な人が育たちにくい。これをパターンBとしておく。
　本稿は上記の２つのパターンがあると想定し，本社の戦略志向ならびに中国現地法人の位置づ
けという点を考慮した上，仮説を検証してみたい。
2. 2.　調査指標
　何をもって管理職の育成度合いを判断できるのか。そもそも管理職の役割と管理職に求められ
る能力は何か。Mintzberg.（1973）は管理職の役割を10に分け，対人関係，情報関係，意思決定
関係と３つの大枠におさめている。日置ほか（1998）は管理職の役割を，部下の業務遂行の「監
督者」，「タスク」遂行者に分けている。田尾（2005）は，管理職の役割は「単なるルーティンを
超えて，ポリティカル・マネージャー的な役割」や「アントレプルナー」の役割が期待されると
言っている。
　管理職の求められる能力について，Katz.（1974）は，管理職の能力をテクニカルスキル，ヒュー
マンスキル，コンセプチュアルスキル⑶の３つに分類し，その職位の高低との関係で，求められ
るものが変わってくるとしている。永井ほかは（2004），マネジャーの能力を課題設定，意思決定，
実行と位置付けた。Boyatzis.（1982）は41業種の2,000人の管理職を対象として調査を行い，管
理職に必要な要素として，パワーの行使，正確な自己評価，人柄の良さ，自分に対して正直であ
ること，倫理的思考，専門的知識と部下育成の７つの能力を明らかにしている。
　本稿はこのような管理職の役割と管理職に求められる能力を分析軸とし，人的資源管理理論そ
して，日本企業の人材育成事情を加え，仮説を検証するため，下記の指標を設定した。
①量的な指標
・管理職の現地化率⑷
・部門別の現地化状況
・事業の拡大による駐在派遣者の増減
・ホワイトカラーの離職率
②質的な指標
・育成プランの有無
・教育訓練の実施状況
・意図的な職能を超えた配置転換の有無
・日本人同クラスの管理職と比べた場合の評価
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2. 2. 1.　指標の説明
①量的な指標について
　日系企業にとって中国での事業を拡大する上で，現地人を育成・登用し，権限を委譲していく
必要があるとの指摘がしばしばなされる。しかし，人材の蓄積ができているかどうかが人材の現
地化の鍵であると思われる。そのため，管理職の現地化率が仮説検証のひとつの量的な指標とし
て考えられる。しかし，どこまで昇進できるのか，実質的に権限を持たされているかどうか，ま
た重要な部門を現地人に委ねられているかどうかについては，現地化率だけでは，説明しきれな
い部分がある。そこで，部門別の現地化という指標を設け，各部門のトップは日本人なのか，現
地人なのかに分類し，重要な意思決定権はどちら側が持つかという現地化の質的な面も探ってみ
ることにした。
　また，事業が拡大した場合，新製品・新技術の投入に伴い，本社による技術指導が行われるが，
海外子会社に新事業を担える人材がいれば，生産が安定化するまでの短期の技術指導ですむはず
であると考えられる。しかし事業拡大に伴い，新規に長期滞在者が派遣されてくる場合，現地に
適任の人材がまだいない，もしくは戦略的な理由により登用できないことが考えられる。本稿で
は，海外事業が拡大した場合の海外派遣者の増減をひとつの指標として取り上げる。
　中国において，日系企業の一番大きな人的資源面の課題は現地な優秀人材の採用と確保であ
る。管理職の源泉でもあるホワイトカラーが定着しないと技術，ノウハウが広がらず，現地化が
どこかでとどまってしまうと考えられるため，ホワイトカラーの離職率はもう一つの量的な指標
として，取り上げられる。
②質的な指標について
　量的な指標だけでなく，質的指標でも仮説を検証する。質的な指標として，管理職の育成プラ
ンの有無をまず確認する。明確なプランがある場合は，どのような訓練を行っているかをさらに
探る。特にどのような部門の管理職に対し，どのような研修制度で，どのような訓練をどれぐら
いの頻度・期間で実施しているかについて，細かく分析する。また管理職の技能幅を広げる職能
を超えた配置転換が実施されているかどうか，またそれを育成の手段として取り上げているかど
うかを調べる。管理職の能力ならびに評価については，客観性を得るため，本社同格管理職との
比較を行う。また客観性を保つため，現地管理職の優れているところと劣っているところについ
て両方調査し，分析する。
2. 3.　調査方法
　「なぜ」，「どのように」という質的な問題を扱う場合は，事例分析を行なうことが望ましい
（Yin, 1994）ため，調査は日系企業のトップマネジメントに対するヒアリング調査に限定した。
　仮説を検証するにあたり，前述した量的な指標及び質的な指標に基づき，調査の内容を企業の
基本状況と管理職育成の２つのカテゴリーに分け，設問を設定した。調査は中国における４つの
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直轄市の１つであり，「北方経済の中心」と位置付けられ，注目を浴びている古くからの工業都
市である天津市を中心に2006年９月～10月にかけて，進出している日系企業の製造業８社にて，
公刊資料，事前アンケート，インタビュー調査の方法により，データ収集を行った。また，日本
本社の管理職育成システムとの比較を視野にいれ，インタビュー調査を行った８社のうち１社に
つき，日本本社にて担当者へのヒアリング調査も補足として，実施した。その趣旨としては，親
会社も子会社も同様なシステムで管理職の育成を行っているかどうかを検証することにあった。
３．調査結果
3. 1.　調査企業の基本情報
図表１　調査企業の一般特性１
A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 単純平均
設立年 1995年 1995年 2000年 1988年 1989年 1997年 2002年 1995年 1995年
事業内容 電子部品 通信機器 輸送機器
自動車部品
金型設計
プリンタ
関連部品
自動車
部品
プレス
部品
車載用
電子製品
─
進出形態 独資 合弁 合弁 独資 合弁 独資 独資 合弁 ─
日本側出資
90％
→100％
50％ 50％ 100％
50％
→80％
100％ 100％ 65％ 78％
資本金⑴ 80億円 35億円 458億円 124億円 138億円 138億円 18億円 10億円 125億円
ホワイトカラー
の年間離職率
12％ ８％ 12％ 11％ ６％ 15％ 10％ 18％ 12％
インタビュー
対象者
総経理 総経理 党委書記
取締役
会長
総経理 副総経理 副総経理 総経理 ─
 注⑴：資本金を2005年７～９月の IMF平均為替レート　１ドル＝112.22円，１元＝13.79円で統一した。
図表２　調査企業の一般特性２
A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社
進出動機
（人件費以外）
グループ
企業の進出
中国市場
の拡大
中国市場
の拡大
─
中国市場
の拡大
取引先の
進出
取引先の
進出
─
製品の分類 部品 市販品 市販品 部品 部品 部品 部品 部品
販売先
日本（50％）
欧米⑴
米国 中国
日本（95％）
中国
日本（95％）
中国
日本 日本 日本
 注⑴：中国における欧米系企業
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図表３　調査企業の一般特性３
A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 単純平均
全従業員数 1700人 780人 8500人 3800人 3200人 850人 1330人 2800人 2883人
正社員数 不明 280人 不明 不明 1100人 600人 300人 1800人 816人
ホワイトカラー数 220人 96人 700人 350人 150人 350人 135人 170人 271人
大卒以上数 240人 87人 670人 130人 70人 340人 100人 170人 226人
大卒以上が全従業員を占める割合 13％ 11％ ８％ ３％ ２％ 40％ 80％ ６％ 20％
3. 2.　調査結果の要約並びにその評価⑸
　調査の対象者は各対象企業のトップマネジメントである總經理（副總經理）またはそれに相当
する人物とした。会社ごとの調査要約については，付録の図表を参考のこと。
　まず，人材の現地化について各対象者に考えを質問したところ，８社のうちA，B，C，D，E，
F，H社７社は将来的には派遣者を減少させ，経営を現地人に任せたいという回答を得たのに対
し，G社が「得意先の要請で中国に進出したので，現地人を時間かけて育てるより，日本国内か
らの定年者や女性を安い給料で採用し，現地で働いてもらったほうが，効率的である」と管理職
の育成に対する消極的な見方を示した。仮説で想定した２つのパターンが存在していることが分
かった。
3. 2. 1.　管理職の現地化率について
　組織図⑹を入手できなかった企業を除き，各社から頂いた組織図をみて，現地化率について独
自の計算を行った。中国人管理職の全人数を全管理職数で割って計算した。兼任の場合は0.5人
で計算し，合弁企業の場合，パートナーからの異動者は除いた。組織図を入手できなかった企業
（１社のみ）でも，同じような計算方法で計算してもらい，その結果だけを頂いた。
　評価にあたって，部長クラスの現地化率のみを評価対象とした。部長クラスの現地化率が61％
～100％までの企業に○を，31％～60％までの企業に△を，そして０％～30％までの企業に×を
図表４　現地化率の評価
パターンA パターンB
単純平均
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
部長クラス 40％ 42％ ０％ 10％ 不明 13％ 41％ ０％ 21％
課長クラス 72％ 93％ ８％ 100％ 100％ ８％ 76％ 25％ 56％
操業年数 11年 11年 ５年 17年 16年 ９年 11年 ３年 10年
全体評価 △ △ ─ × ─ ─ △ ─ ─
企業形態 独資 合弁 合弁 独資 合弁 独資 独資 合弁 ─
 全体評価：○よい　△普通　×よくない
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つけた。なお，創業年数の短いC社，G社と2002年事業を再開したF社は評価しないことにした。
E社は計算方法を間違っており，不正確と判断したため，評価からはずした。調査結果と評価は
図表４の通りである。
3. 2. 2.　部門別の現地化について
　部門別の現地化状況を表したのが図表５である。調査対象企業の８社ともR&D部門を設置し
ていないため，評価からはずすことにした。また調達部門は製造部門に所属することが多いため，
同様に評価対象からはずした。評価基準として，５部門のうち，トップに勤めている中国人が日
本人より数多い場合，○をつけ，中日の人数が同様の場合は△を，トップに勤めている中国人が
日本人より数が少ない場合は×をつけることにした。評価の客観性を保つため，創業年数の短い
C社，G社と，事業を一端閉鎖し2002年に再開を果たしたF社を評価しないことにした。なお，
A，B社では，品質部門が製造部門の下に設置されているため，評価対象からはずした。
図表５　重要部門の現地化ならびに評価
パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
製造部門⑴ 日 日 日 日 日 日 中 日
品質部門 ─ ─ 日 日 日 日 日 日
財務部門 日 日 日 日 日 中 日 日
営業部門 中 ※ 中 ※ ※ ※ ※ 日
人事総務 中 中 中 日⑵ 中 日 中 日
全体評価 △ × ─ × × ─ △ ─
調達部門 日 日 日 日 中 日 日 日
R&D部門 ※ ※ ※⑶ ※ ※ ※ ※⑶ ※
（凡例）日：日本人　中：中国人　※：部門の設置なし
注⑴：製造部門には生産，製造技術を含む
注⑵： 人材育成部が新規に設置され，元の人事部長が部門長となり，人事総務部の部門長は現在日本人
の副総経理が兼任している。
注⑶：会社には設置されていないが，同地域に本社投資のR&D企業がある。
全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
3. 2. 3.　事業の拡大に伴う長期海外派遣者の増減について
　事業の拡大に伴う長期海外派遣者の増減を示したのは図表６である。評価については，創業年
数の短い C社，G社と2002年事業を再開した F社は評価対象としなかった。評価基準として，
日本人派遣者が低減した企業には○を，あまり変わらない企業に△を，多く増加した企業には×
をつけた。
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図表６　事業拡大に伴う長期海外派遣者数（人）の増減並びに評価
H社G社F社E社D社C社B社A社
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パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
全体評価 ○ △ ─ △ △ ─ × ─
 全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
3. 2. 4.　ホワイトカラーの離職率について
　管理職人材の源泉となるホワイトカラー人材の流出に困っていると訴えた企業が多い。今回の
調査対象企業の離職率は図表７のとおりである。評価にあたっては，離職率が５％以下の企業に
○を，６％～10％の企業に△を，そして，10％以上の企業に×をつけた。
図表７　調査企業のホワイトカラー離職率ならびに評価
離職率
パターンA パターンB
単純平均
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
離職率 12％ ８％ 12％ 11％ ６％ 15％ 18％ 10％ 11％
全体評価 × △ × × △ × × △ ─
 全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
3. 2. 5.　明確な管理職の育成プランの有無について
　各社の現地管理職に対する明確な育成プランの有無状況を表したのは図表８である。評価にあ
たっては，明確な育成プランのある企業に○を，育成プランはあるが明確ではない企業に△を，
そしてまったく育成制度がないという企業に×をつけた。
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図表８　調査企業の育成プランならびに評価
育成プラン
パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
明確 ● ● ●
不明確 ● ● ● ●
制度がない ●
全体評価 ○ ○ ○ △ △ △ △ ×
 注：●当てはまる　全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
3. 2. 6.　Off-JT の充実度について
　育成の手段は何かと質問したところ，８社ともOJT中心だと回答した。Off-JT については，
社内研修，本社研修，グループ企業での研修，外部機関での研修を利用しているとの回答が多かっ
た。また社内に育成センターを持っているのが２社あり，中国国内にあるグループ企業の研修セ
ンターを利用しているのが２社あった。
　教育訓練の内容として，専門知識と回答している企業が多く，マネジメントの研修を専門知識
の研修と同様に研修内容に取り入れたのは C社とD社であり，必要に応じてしか実施していな
い企業もあった。またマネジメントの研修より，日本語または英語の語学力や専門知識の研修を
重視している企業もあった。本社研修を実施している部門を見てみると，製造関係を中心として
いる企業が多くしかも必要に応じて実施しているという企業が多く見られた。
　社内研修の実施頻度と期間は C社が一番多く，年間計50時間となっている。グループ企業で
の研修を最も利用しているのがA社であり，頻度は決まっていないが，１回につき，２日～１
か月となっている。本社研修はD社が一番長く，１年間日本滞在となっている⑺。各社のOff-JT
の実施詳細状況については，付録の図表を参考のこと。
図表９　Off-JT の実施状況
パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
??
?
社内研修 △ △ ○⑴ ○⑴ △ × ○ △
グループ企業での研修 △ × △ △ △ × × ×
外部教育機関（大学など） △ △ △ △ △ ○ △ △
本社での研修 △ △ ○ ○ ○ ○ △ △
??
?
専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ ○ ○ △ × △ ×
語学の研修 /研修補助 × × ○ ○ × × △ ×
（凡例）○実施している　△必要に応じて，実施している　×実施していない
注⑴：社内に研修センターがあり，そこを利用している。
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　評価にあたって，育成手段と研修の内容を合わせて，総合的に行った。Off-JT が計画的に行
われているかどうかまた内容としては専門知識だけではなく，マネジメント面あるいは語学の研
修も含まれているかどうかについて，総合的に判断した。A，E社は必要に応じて実施すること
が多いのと研修の内容にはマネジメント研修は入っているが，計画的ではないため，△の評価を
した。B社も同様な理由で△の評価をつけた。C社，D社は社内に研修センターも設置されてお
り，また積極的に利用しているように見られ，社内研修以外は必要に応じて実施しているが，研
修の内容としては，全面的にマネジメントや語学の研修も積極的に行っているため，○の評価を
した。H社はグループ企業での研修を実施していないが，社内での研修を積極的に行い，研修の
内容にも語学の研修があるため，総合判断した結果，△の評価をつけた。F社は管理職が少ない
が，積極的に外部の研修や社内研修を行なっているため，△の評価をした。G社も同様な理由で
△をつけた。
図表10　Off-JT 実施状況の総合評価
パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
育成方法の全体評価 △ △ ○ ○ △ △ △ △
 全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
3. 2. 7.　職務を超えた配置転換について
　各社の職務を超えた配置転換の実施状況をまとめたのが図表11である。育成手段として計画的
に実施している C社に○を，A，B，E社は計画的に実施していないが，制度があり，必要に応
じて実施しているため，管理職の能力の幅がそれにより広がる可能性があると判断し，△をつけ
ることにした。反対に制度がないとしている企業に対しては，×をつけた。
図表11　職務を超えた配置転換ならびにその評価
パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
計画的に実施している ●
あるが，計画的に実施していない ● ● ●
制度ない ● ● ● ●
全体評価 △ △ ○ × △ × × ×
 全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない　注：●当てはまる
3. 2. 8.　日本人同クラス管理職と比べた評価
　日本人同クラス管理職と比べた場合の長所と短所をまとめたのは図表12と13である。
　評価にあたっては，良いところと不足しているところを前述で議論した管理職の役割及び管理
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職に求められる能力に照らし合わせ，総合判断を行った。全体的からみて中国人管理職の長所が
評価されているものの，管理職として必要とされる能力については，若干不足しているようであ
る。中国人管理職が日本人管理職に比べ，管理職に求められる能力を十分持っているとコメント
した企業がなかったので，○をつけられる企業はなかった。B，E，H社については，中国人管
理職は日本人同クラス管理職と比べ不足点があるが，勤務年数や語学の問題，または中国人の特
性によるものが多く，また内容から見ると良い方向に改善しつつあると判断でき，それに加え，
きちんと中国人の良いところも評価されていたため，△をつけた。また中国人管理職が日本人管
理職と比べ，管理職に求められている能力の面で特に劣っており，改善するのに時間がかかると
判断した企業には×つけた。
図表13　日本人同クラス管理職と比べた場合の不足点（８社のまとめ）
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図表12　日本人同クラスの管理職と比べた場合の長所（８社のまとめ）
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図表14　中国人管理職の能力評価
パターンA パターンB
A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
全体評価 × △ × × △ × △ ×
 全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
3. 3.　本社の管理職育成システムとの比較
図表15　H社本社の育成システム
出所：H社本社資料に基づき，筆者作成
　調査の最後に，子会社が親会社と同様な管理職育成システムを利用しているかどうかを調べる
ため，調査対象のH社の日本本社にて人財育成担当者へのヒアリング調査を補足的に実施した。
H社本社の育成システムをまとめたのは図表15である。
　H社の本社は1972年に設立された電子機器メーカーである。会社の資本金は53億円であり，
2005年度の連結売上が前年度比117％の2,746億円で，７期連続の増加，３期連続の３桁成長を続
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けている。2006年３月末まで，連結で，従業員12,570名を有している。
　大卒入社時の５級から６級に昇進するには，そして６級から課長に昇進するには，どちらも筆
記試験と面接試験を通る必要がある。特に課長昇進試験の場合，課題達成能力の審査２回と役員
面接がある。大卒が入社から課長になるまで，最短でも10年はかかるという。また，課長に昇進
した人は戦略策定，実践研修，コーチング研修や通信教育などさまざまな受講を要請されるほか，
３年間課題解決テーマが課せられ，進捗状況を年１回役員に報告しなければならない。進捗報告
の成績が悪い場合，格下げもありうるという。それと同様に課長職から部長職になるには一層厳
しい選抜試験があり，部長になってからでも，さまざまな課題が課せられ，より厳しい試験を通
らなければならないことになっている。
　この事例から，H社本社とH社とでは，まったく違う育成システムを使用していることが分
かり，またH社本社は幹部候補の育成や管理職になってからのフォローもきちんとしており，
どちらも育成プログラムに沿って，計画的に実施していることが窺える。今回の調査では調査企
業の本社データは１社しかないため，一般化することは難しいが，中国における日系企業の現地
管理職育成において，何らかの理由によって，まだ充実したものではないということを裏付ける
ものと言えるのであろう。
４．検証方法
　仮説をより分かりやすく検証するために，調査を実施した８社の日系製造業のそれぞれの項目
の評価を点数化し，最後に８社の総合ポイントを出すことにした。○を２ポイント，△を１ポイ
ント，×を０ポイントとし，計算を行った。なお，設定した指標に基づき，仮説が成立かどうか
については，点数化した結果，総合ポイントが最高ポイントの半分つまり半数の50ポイントを下
回っている場合，仮説「在中国日系製造業の現地管理職人材は日本人派遣者に取って代われるレ
ベルまでには育成できていない」が支持されているとし，反対に50ポイント以上となった場合は
仮説が棄却されるとした。
4. 1.　総合ポイントの算出方法
　まず，指標ごとの評価ポイントを算出する。計算方法は下記のとおりである。
指標ごとのポイント＝
同指標の各社の得点合計
×100
同指標の最高得点（２点×項目数）
　指標ごとに評価をした後に，現地管理職人材育成の全体評価，つまり仮説検定のための計算を
行った。計算方法は下記のとおりである。
総合ポイント＝
各指標のポイントの合計
×100
８（指標数）
　また，参考に，各社のポイントもそれぞれ出すことにした。ポイントは下記の式で算出する。
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各社のポイント＝
各社の指標ごとの得点合計
×100
各社の最高得点（２点×項目数）
4. 2.　全体評価のまとめ
　上記の計算式に従い，総合ポイントを算出した。それぞれの結果をまとめたのは図表16である。
総合ポイントが38ポイントであるため，設定されていた仮説検定基準の50ポイントをかなり下
回っている結果となり，仮説は棄却されず，「調査時点において，在中国日系製造業における現
地管理職の人材は日本人派遣者に取って代わるレベルまでには育成されていない」ことが証明で
きたと言えよう。
図表16　現地管理職人材の育成に関する総合評価
育成パターン
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５．検証結果に関する考察
5. 1.　指標ごとの考察
5. 1. 1.　部長職の現地化率について
　調査を行った８社のうち，課長クラスについては，操業年数の短い C，F，G社を除き，現地
化率が高いことが分かった。しかし，部長クラスの場合，操業年数にかかわらず，全体的に50％
を超える企業は１社もなかった。特に独資企業であるD社は進出年数が17年になるにかかわら
ず部長クラスの現地化率はわずか10％であった。現地化率には合弁パートナーからの人事異動者
を計算対象から除くように計算したため，実質的には内部昇進率である。部長職の現地率につい
て，相対的に高いポイントを得られたのはA，B，H社であり，それぞれ40％，42％，41％であっ
た。B，H社は合弁企業であり，A社はもともと合弁企業として進出し，途中で独資企業に変わっ
た経緯がある。合弁企業である故に，独資企業と比べ，本社の統制が若干少ないため，現地管理
職の内部昇進がより早くできたのが理由として考えられる。
5. 1. 2.　重要部門の現地化について
　製造部門，財務部門に加え，品質管理部門の３つの部門のトップには，本社派遣者が就いてい
る場合が多い。製造・品質部門は，製造業において，一番重要な部門であり，加えて，本社から
の技術移転がまだ十分なされていないことがその理由として考えられる。また本社とのコミュニ
ケーションが必要とされる際に日本語力が要請されることももう一つの理由と考えられる。財務
部門については，現地人の能力ではなく，本社やグループ会社との連結決算などにより，日本人
が就いている場合が多いと推定できる。一方，人事総務，営業部門には中国人がトップに就いて
いることがほとんどであった。中国の独自な商習慣や独自の慣行や法規制に対応するため，中国
人に管理してもらったほうが合理的であろう。調達部門については，E社を除き，全社日本人が
担当していることが分かった。多数の企業は部品をほとんど日系企業から調達しているため，コ
ミュニケーション問題回避のためであろうと考えられる。
5. 1. 3.　事業拡大による派遣者の増減について
　A，B，D，E社を除く残りの４社は，事業拡大をした場合，日本人を管理職とし，本社から
現地へ派遣することが多いと回答した。C，F，G社は操業年数が短いため，技術の移転に時間
が要請されることを考慮し，評価からはずしたが，H社は進出から11年も経つが，事業の拡大が
あった場合，新たに日本人が派遣されてくると回答した。これは製品や製造技術の性質により，
企業それぞれ状況が違うことが考えられる。たとえば，A社はチップコンデンサーやチップ抵
抗器などの微電子部品を取り扱っており，大量生産であるため，設備の安定が大きな影響要素と
なることが考えられる。反対にH社の場合，製品は電子機器であり，少量多品種の生産方式で
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あるため，現地化するには技術的に難しい面があると考えられる。
5. 1. 4.　ホワイトカラーの離職率について
　管理職人材の源泉となるホワイトカラーの流出に困っていると訴えた企業が多い。B，E，G
を除き，他６社とも10％以上であることがわかった。特にF，H社が高くそれぞれ15％と18％に
なっている。いずれも欧米企業の6.3％⑻と比べ高い結果となっている。これは日本企業の報酬，
評価，研修などの制度がきちんと運用されておらず，また将来の期待賃金が低く，特に昇進を好
む中国人にとって，日本企業の「遅い昇進」慣習や日本人派遣者がトップに立ち，昇進の天井が
高くなることで生じたものだと考えられる。
5. 1. 5.　明確した育成プランの有無について
　明確な管理職の育成プランがあるかどうかという質問に対し，あると回答した企業がA，B，
C３社であり，育成プランはあるが，明確ではないと回答した企業がD，E，F，H社であった。
E社は現在明確ではないが，管理職の育成を今年の会社方針に取り入れたため，今後プランを明
確にし，育成により力を入れようと表明した。Gは現地の課長について育成プランはあると回答
したが，現在の課長層を部長クラスまで育てるプランではなかった。現地化しないポリシーを表
明したG社を除き，全社現地の管理職人材を積極的に育成し，現地化を進める意向が見られた。
5. 1. 6.　Off-JT の充実度について
　調査対象企業の８社ともOJTがメインの育成手段であると回答した。Off-JT については，社
内研修，本社研修，グループ企業での研修，外部機関での研修など多彩な研修を行なっている企
業も少なくなかった。教育訓練の内容として，専門知識と回答している企業が多かったが，マネ
ジメントの研修も同様に取り入れている会社（C社とD社）もあった。またマネジメントの研
修より，日本語または英語の語学力研修が重視されている傾向が見られた。スムーズな業務運営
に役立つと考え，実施しているのであろう。また現地管理職の学歴から見ても，日本語学科出身
者や日本語能力の高い人が多く，語学力が管理職登用の１つの判断基準となっていることが考え
られる。
5. 1. 7.　職務を超えた配置転換について
　職務を超えた配置転換があるかどうか，またそれは育成の手段として計画的に実施しているか
どうかという質問に対し，C社のみが計画的に実施していると回答し，A，B，E社は計画的に
は実施していないが，必要に応じて実施していると回答した。またD，F，H，G社は配置転換
を育成の手段として考えてないと回答した。職務を超えた配置転換を幅広いキャリアの形成をは
かり，能力により適合する職場を見つけるための手段として利用せず，単に人員過剰・不足対策
─　　─88
として実施しているという現状は現地管理職がまだ現職に求められる能力をまだ十分持っていな
いことが理由であると想定できる。
5. 1. 8.　本社同クラス管理職と比較する場合の評価について
　全体から見て日本人同クラスの管理職と比べて，長所として，最も多い回答は，「向上心がある」
と「与えた仕事をきちんとやってくれる」であった。反対に不足しているところをみて見ると，
最も多い回答は，「部または課全体を見る能力が足りない」であり，次に「自社での勤務経験」，
「部門間の協調」，「企業理念への理解」が挙げられた。また，部下への「指導力が足りない」，「問
題解決力がない」というのも挙げられた。全体的にみて，日本人同クラスと比べ，現地管理職は
やや劣っているといえよう。経験不足と企業理念理解の不足に関連するかもしれない。
5. 2.　企業の得点についての考察
　A社は進出当初，合弁形態をとっており，中間財をグループ企業に提供をしていた。また途
中で独資企業に代わり，製品もグループ企業にのみならず，中国に進出している欧米企業に約
50％を供給するようになった。
　B社は当初中国市場を狙って，合弁企業の形で進出したが，中国市場の開拓に難航しており，
次第に市販品である製品をアメリカ市場へ輸出するようになった。
　C社は中国市場を狙って，合弁企業のかたちで市販品である製品を中国市場で販売している。
　E社は当初中国市場の拡大をねらい，合弁企業の形で進出し，OS機器の消耗品である市販製
品を販売したが，中国市場での売れ行きがおもわしくなく，現在は日系企業をメインに中間財で
ある部品を販売するようになった。
　これら総合ポイントの相対的に高い企業において，何らかの要素が現地管理職人材の育成に影
響を及ぼしていると仮定した場合，所有形態つまり独資か合弁か，進出動機つまり中国市場狙い
か，コスト削減狙いか，販売先の国籍つまり日本のみか日本を含めた中国または他国か，製品つ
まり市販品か中間財か，といったことが独立変数であるように見えた。しかし，どの変数がどの
ように影響をしており，それぞれの変数の間にどのような関係があるのかについては，今回の調
査では明らかにすることができなかった。
６．結論
6. 1.　本稿の発見
　第１に，現段階では，在中国日系企業において現地管理職人材がまだ日本人派遣者に取って代
われるまでには育成されていないことがわかった。個別企業から見て，現地管理職の人材育成が
進んでいる企業は何社かあったが，全体的にはまだ現地化できるほどには育成されていない傾向
が見られた。特に，日本人同クラスの管理職と比べた場合の不足点として，「部または課全体を
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見る能力が足りない」，「自社での勤務経験が足りない」，「部門間の協調力が足りない」，「企業理
念への理解が不十分」，「部下への指導力が足りない」などいずれも管理職に求められる能力が不
足していることがわかった。現地化できるまで，まだ人材の蓄積に今少し時間が要請されるであ
ろう。
　第２に，管理職に関する育成ポリシーについて，２つ存在していること確かめられた。１つは
現地社員に活躍してもらう必要があると認識し，積極的に現地人を育てようとするポリシーであ
り，もう１つは現状の日本人派遣者による経営を維持しようとし，現地管理職の育成に力を入れ
ようとしない消極的なポリシーである。特に製品の販売先が日本企業である場合，取引先企業と
の調整などがあるため，考え方が近く，日本語に堪能な日本人の方がいいと考え，現地化をしな
い，現地人スタッフを積極的に育成しないという方針をとることが今回の調査で分かった。これ
は現地人材の育成度合いが芳しくない結果の１つの原因であると考えられる。
　第３に現地管理職の育成度合いは企業の形態，販売先の国籍，製品の特性からなんらかの影響
を受けているように見えた。今回の調査で所有形態が合弁企業である日系企業では，管理職の人
材育成が独資の企業より，比較的に進んでいるように見えた。合弁企業は，本社の統制が独資企
業のほうより相対的に弱く，日本人派遣者による管理体制の構築がしにくいため，現地管理職の
内部昇進や育成が積極的に行なわれる結果になったと考えられる。また現地市場での販売を目的
としている企業では，現地管理職の人材育成が比較的進んでいるように見え，逆に日本への逆輸
出または現地の日系企業への販売を目的としている企業では，やや遅れている傾向にあるように
見えた。現地市場での販売を目的としている企業は，現地独自の商慣習への対応や現地に適した
商品開発のため，積極的に現地人を育成・登用するため，現地管理職の育成が比較的に進む結果
となった。反対に，日系企業への販売や日本への逆輸出というパターンは日本国内と同レベルの
品質体制，高度な専門知識が要請されるほか，コミュニケーション問題回避のため，多くの日本
人海外派遣者が派遣されることになる。その結果，現地管理職の育成が比較的に進みにくいと考
えられる。
6. 2.　調査結果の含意
6. 2. 1.　企業に対する含意
　現地管理職人材がまだ日本人派遣者に取って代われるレベルまで育成できていないため，単に
日本人派遣者のコストダウンのために，現地人を登用することは無謀である。しかし，いつまで
も昇進の見込みがないと，現地管理職のモチベーションが低下することになる。それを防止する
には，企業が求める人材像を現地管理職に提示し，彼らが十分に職務をこなす能力を身に付けれ
ば，さらなる昇進ができることを明確にしておく必要がある。
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6. 2. 2.　現地管理職に対する含意
　日系企業が求めている管理職人材は単に専門知識をもつ人材ではなく，リーダーとして部門全
体を見る能力，重大な意思決定能力，部下への指導力などが求められるほか，日系製造業ならで
はの品質に対する敏感さ，予知・改善能力が求められる。それを念頭におきながら，自己啓発を
強め，能力を磨いていく必要があると認識しなければならない。
6. 3.　残された課題
　第１に，調査対象は天津地域に限定された８社の企業にすぎないためいくつかの課題が残る。
また，管理職の育成について，１回だけの調査では，一時点の評価しかできないという限界を持
つ。第２に，人材の蓄積ができているかどうかということを出発点としたため，企業サイドから
の視点に偏っている嫌いがある。育成については，現地管理職と企業の両サイドに認識のギャッ
プがあると思われる。第３に，現地管理職人材の育成実態を明らかにし，現地管理職人材がまだ
日本人にとって代われるまでに育成されていないという結論には到達したが，日系企業にとっ
て，本社における位置づけ，企業戦略また企業発展段階によっては，一概に現地人による経営シ
ステムの構築が必要であると断言できないため，企業の種類などによって，どのレベルまでの現
地化がベストなのかといった点については，本研究では議論できなかった。
　本研究には上述した限界がありながらも，これまで在中国日系企業における現地管理職の育成
実態に関する定量的，定性的分析がほとんどなされていなかったため，将来の研究にとって，探
索的な意義があると思われる。本研究の結果を一般化できるかどうかを吟味するには今後はより
構造化された枠組みを用い，より調査対象，地域，業種を拡大した研究が望まれる。
注
⑴　本稿では管理職の定義を企業の基幹となる中間管理職の部長・課長クラスに限定する。
⑵　白木三秀（2005）。『チャイナ・シフトの人的資源管理』白桃書房 P19
⑶　専門能力，対人能力，概念化能力の３つである。上位管理職ほどテクニカルスキルよりもヒューマンスキル，
そしてヒューマンスキルよりもコンセプチュアルスキルと，求められる。
⑷　合弁企業の場合，パートナー企業からの異動があるので，本論文では，管理職の現地化率を内部昇進率の意
味とし，使用している。
⑸　評価方法は主に小林規威（1980）を参考にした。
⑹　付録の組織図をご参考ください。
⑺　D社では，年間２人の現地管理職を本社に１年間研修で派遣させている。研修内容は日本語と日本文化であ
る。
⑻　日本貿易振興機構（ジェトロ）が2005年中国に進出している欧米系企業40社と日系企業の実態を比較し他結
果，日系企業の離職率15％に対し，欧米企業の離職率が6.5％になっていることが分かった。
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付録
１．Ａ社の事例
図表17　Ａ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1995.11
（翌年７月）
独資
（100％日本）
80億 電子部品 日本欧米 減少
約1700人
（約240人）
約12%
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。
　　括弧内「兼」は兼任を指し，数字は人数を指す。
図表18　Ａ社の組織図
図表19　Ａ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事部門 営業部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
本社研修 都度 ２日～ 都度 ２日～ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
グループ企業での研修 都度 ２日～ 都度 ２日～ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 ２日～ 都度 ２日～ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ △ △ △
語学の研修／研修補助 × × × × ×
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
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２．Ｂ社の事例
図表20　Ｂ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1995.04
（翌年）
合弁
（50％対50％）
35億 通信機器 アメリカ 増加
約780人
（約87人）
約８％
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。
　　括弧内「兼」は兼任を指し，数字は人数を指す。
図表21　Ｂ社の組織図
図表22　Ｂ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 １回 ４時間 × × ×
本社研修 ２回 ５日～ ２回 ５日～ × ×
グループ企業での研修 × × × ×
外部教育機関での研修 ３回 １週間 ３回 １週間 ３回 １週間 ６回 ２日
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ △ △
語学の研修／研修補助 × × × ×
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
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３．Ｃ社の事例
図表23　Ｃ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
2000.06
（翌年９月）
合弁
（50％対50％）
458億 輸送機器 中国国内 増加
約8500人
（約670人）
約12％
課長クラスは中国人・日本人の組み合わせである。ポスト数などは不明
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。
図表24　Ｃ社の組織図
図表25　Ｃ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 10回 ５時間 10回 ５時間 10回 ５時間 10回 ５時間
本社研修 都度
１週間～
２ヶ月
都度
１週間～
２ヶ月
都度
１週間～
２ヶ月
都度
１週間～
２ヶ月
グループ企業での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 ○ ○ △ ○
語学の研修／研修補助 ○ ○ ○ ○
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない
 出所：ヒアリング調査により筆者作成
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４．D社の事例
図表26　Ｄ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1988.03
（1990年）
独資
（100％日本）
124億
自動車部品
金型設計
日本
一部中国
増加
約3800人
（約130人）
約11％
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。数字は人数を指す。
○○：会社名が特定できる情報なため，○○と表記した。
図表27　Ｄ社の組織図
図表28　Ｄ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 ３回 ３時間 ３回 ３時間 ３回 ３時間 ３回 ３時間
本社研修 各部門課長対象　１回　１年間（語学研修のみ）
グループ企業での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 ○ ○ ○ ○
語学の研修／研修補助 ○ ○ ○ ○
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
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５．Ｅ社の事例
図表29　Ｅ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1989年
（同年）
合弁
（80％対20％）
138億
プリンタ
関連部品
日本
一部中国
変わらない
約3200人
（約70人）
約６％
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。なお人数不明のため，明記しなかった。
図表30　Ｅ社の組織図
図表31　Ｅ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
本社研修 都度 １週間 都度 １週間 都度 １週間 ×
グループ企業での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ △ △
語学の研修／研修補助 × × × ×
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
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６．Ｆ社の事例
図表32　Ｆ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1997.07
（翌年）
独資
（100％日本）
138億円 自動車部品 日本 増加
850人
（340人）
約15％
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。
　　括弧内「兼」は兼任を指し，数字は人数を指す。
図表33　Ｆ社の組織図
図表34　Ｆ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 × ＊ ＊ × ＊ ＊
本社研修 都度 不確定 ＊ ＊ １回 １週間 ＊ ＊
グループ企業での研修 × ＊ ＊ × ＊ ＊
外部教育機関での研修 × ＊ ＊ ３回 ３日 ＊ ＊
??専門知識・技術面の研修 ○ ─ ○ ─
マネジメント面の研修 × ─ × ─
語学の研修／研修補助 × ─ × ─
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない　＊該当者なし　─評価できない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
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７．Ｇ社の事例
Ｇ社の組織図
　残念ながら，組織図を入手できなかった。インタビューの結果より次の内容がわかった。人事，
営業，財務の３人の課長を除き，全管理職が日本人である。製造部門には７人の中国人の係長が
いる。技術開発は日本でやっているため，部門は設置していない。
　部長・課長の現地化率はそれぞれ，０％と25％である。この情報から，課長ポストは12個ある
と推定できる。
図表35　Ｇ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
2002.09
（翌年11月）
独資
（100％日本）
18億 プレス部品 日本 Ｄ（1）
約1330人
（100人）
約10％
注（1）　３年前会社が成立していないため、比較にならない。
図表36　Ｇ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門 営業部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 ＊ ＊ ＊ ＊ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
本社研修 ＊ ＊ ＊ ＊ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
グループ企業での研修 ＊ ＊ ＊ ＊ × × ×
外部教育機関での研修 ＊ ＊ ＊ ＊ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ─ ─ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 ─ ─ △ △ △
語学の研修／研修補助 ─ ─ × × ×
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない　＊該当者なし　─評価できない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
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８．Ｈ社の事例
注：括弧内「日」は日本人を指し，「中」は中国人を指す。
　　括弧内「兼」は兼任を指し，数字は人数を指す。
図表38　Ｈ社の組織図
図表39　Ｈ社のOff-JT の実施状況
製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 ２回 ５時間 ２回 ５時間 ＊ ＊ 都度 不確定
本社研修 都度 不確定 都度 不確定 ＊ ＊ ×
グループ企業での研修 × × ＊ ＊ ×
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 ＊ ＊ 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ─ ○
マネジメント面の研修 △ △ ─ △
語学の研修／研修補助 △ △ ─ △
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない　＊該当者なし　─評価できない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
図表37　Ｈ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1995.12
（1997年）
合弁
（65％対35％）
10億
車載用
電子製品
日本 増加
約2800人
（約170人）
約18％
